
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 24日

上   場   会   社   名       日野自動車株式会社 上場取引所東 大 名 福 札

コード番号       7205 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 経営企画部　広報室長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　　　　　　　高田晃弘 TEL (03) 5419 - 9320
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 24日 中間配当制度の有無　　有

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）

(1)経営成績

　  売   上   高 　 営　業　利　益 　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 255,207 16.5 △ 1,098 - 4,543 -
11年 9月中間期 219,072 △ 1.8 △ 14,532 - △ 15,389 -
(参考)11年 9月中間期 237,852 - △ 14,483 - △ 15,678 -
12年 3月期 474,141 12.9 △ 19,831 - △ 15,763 -

     中間(当期）純利益 　   １ 株 当 た り 中 間
       ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 1,912 - 4.26
11年 9月中間期 △ 17,872 - △ 49.32
(参考)11年 9月中間期 △ 17,737 - -
12年 3月期 △ 15,422 - △ 42.06
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 448,715,250 株   11年 9月中間期 362,391,898 株   12年 3月期 366,680,031 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

     ④当社は、平成11年10月1日に日野自動車販売(株)と合併した。（参考）は旧日野自動車販売(株)と当社（旧日野自動車工業(株)）

     　との合算値である。なお、この合算値については、監査法人の監査を受けていない。

(2)配当状況
1株当たり
中間配当金

1株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

12年 9月中間期 － －
11年 9月中間期 － －
12年 3月期 － －

(3)財政状態

       　総  資  産      株  主  資　本 株主資本比率 1株当たり

株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 460,648 137,190 29.8 303.33
11年 9月中間期 341,383 79,681 23.3 219.88
12年 3月期 488,537 135,001 27.6 301.81
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 452,280,850 株   11年 9月中間期 362,391,898 株   12年 3月期 447,299,898 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　  売   上   高 　経　常　利　益 　当　期　純　利　益 1株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 525,000 8,000 8,000 - -
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   17 円 69 銭 



損 益 計 算 書
（百万円未満切捨て）

当 中 間 期 前 中 間 期  前    期

科　　　目 自 平成12年 4月 1日 自 平成11年 4月 1日 増    減  自 平成11年 4月 1日
至 平成12年 9月30日 至 平成11年 9月30日  至 平成12年 3月31日

（ 経 常 損 益 の 部 ） 百万円 百万円 百万円 百万円 

 営 業 損 益 の 部    
営  業  収  益    
売 上 高 255,207        219,072       36,134       474,141       

営  業  費  用     

売 上 原 価 232,888         215,661        17,227       451,354        
販 売費及び一般管理費 23,417          17,944         5,472        42,618         

        営 業 費 用 計 256,306) (        233,605) (       22,700) (      493,972) (       

    

営    業    利    益 1,098  △       14,532  △     13,434       19,831  △     
 営 業 外 損 益 の 部     

営 業 外 収 益     

受取利息及び配当金 1,500           1,009          491          1,975          
雑 益 7,030           886            6,144        7,529          

    営 業 外 収 益 計 8,531) (          1,896) (         6,635) (       9,505) (         

営 業 外 費 用     
支 払 利 息 1,605           1,676          70  △        3,671          

雑 損 1,283           1,076          207          1,765          

    営 業 外 費 用 計 2,889) (          2,752) (         136) (         5,437) (         
    

経    常    利    益 4,543          15,389  △     19,933       15,763  △     

（ 特 別 損 益 の 部 ）     

特  別  利　益     
固 定 資 産 売 却 益 200             4              196          903            

投資有価証券売却益 2,626           609            2,016        817            

       特 別 利 益 計 2,826) (          613) (           2,212) (       1,721) (         
特  別  損  失

固 定 資 産 廃 却 損 125             104            20           888            
投資有価証券等評価損 157             392            234  △       8,193          
委 託業務打 切補 償金 800             －             800          
特 別 退 職 金 －              2,584          2,584  △     2,624          

退 職 給 付 会 計 基 準
変 更 時 差 異 償 却 2,941           －             2,941        －             

       特 別 損 失 計 4,024) (          3,082) (         942) (         11,706) (        

    

税引前中間（当期）純利益 3,345          17,858  △     21,203       25,747  △     
法人税､住民税及び事業税 13              14             1  △         26             

法 人 税 等 調 整 額 1,419           －             1,419        10,352  △      

中 間（当 期）純 利 益 1,912          17,872  △     19,784       15,422  △     

前 期 繰 越 利 益 29,569  △       30,564  △      994          30,564  △      

合併引継未処分利益 －              －             －           227            
過年度税効果調整額 －              －             －           12,278         
税 効果会計適用に伴う
固定資産圧縮積立金取崩額 －              －             －           3,795          

中間（当期）未処分利益 27,656  △      48,436  △     20,779       29,684  △     

－ 2 －



－参　考－

損 益 計 算 書（前中間期合算）

当社は平成11年10月1日に、日野自動車販売株式会社と合併した。

前中間期を比較の便宜上、当社(旧日野自動車工業㈱)と日野自動車販売㈱の合算とすると、以下の
通りとなる。

（百万円未満切捨て）

当 中 間 期 前中間期（合算）  

科　　　目 自 平成12年 4月 1日 自 平成11年 4月 1日 増    減  
至 平成12年 9月30日 至 平成11年 9月30日  

（ 経 常 損 益 の 部 ） 百万円 百万円 百万円 

 営 業 損 益 の 部   
営  業  収  益   
売 上 高 255,207         237,852        17,354       

営  業  費  用    

売 上 原 価 232,888          227,070         5,818        

販売費及び一般 管理費 23,417           25,266          1,849  △     

        営 業 費 用 計 256,306) (         252,336) (        3,969) (       

   

営    業    利    益 1,098  △        14,483  △      13,384       

 営 業 外 損 益 の 部    

営 業 外 収 益    

受取利息及び配当金 1,500            1,404           95           

雑 益 7,030            1,087           5,943        

    営 業 外 収 益 計 8,531) (           2,491) (          6,039) (       

営 業 外 費 用    

支 払 利 息 1,605            2,276           671  △       

雑 損 1,283            1,410           126  △       

    営 業 外 費 用 計 2,889) (           3,686) (          797) ( △      

   

経    常    利    益 4,543          15,678  △      20,221       

（ 特 別 損 益 の 部 ）    

特  別  利　益    

固 定 資 産 売 却 益 200              4               196          

投資有価証券売却益 2,626            725             1,900        

       特 別 利 益 計 2,826) (           729) (            2,097) (       

特  別  損  失

固 定 資 産 廃 却 損 125              133             7  △         

投資有価証券等評価損 157              541             383  △       

委 託 業務 打 切 補 償 金 800              －              800          
特 別 退 職 金 －               2,638           2,638  △     

退 職 給 付 会 計 基 準
変 更 時 差 異 償 却 2,941            －              2,941        

       特 別 損 失 計 4,024) (           3,313) (          710) (         

   

税引前中間（当期）純利益 3,345          18,262  △      21,608       

法人税､住民税及び事業税 13               17              3  △         

法 人 税 等 調 整 額 1,419            －              1,419        

法 人 税 等 還 付 額 －               541             541  △       

中 間（当 期）純 利 益 1,912          17,737  △      19,650       

－ 3 －



貸 借 対 照 表
（百万円未満切捨て）

当 中 間 期 前　　期 増    減 前 中 間 期
科　　　目 平成12年9月30日 平成12年3月31日 平成11年9月30日

（資  産  の  部） 百万円 百万円 百万円 百万円 

 流   動   資   産 179,554) (    198,797) (    19,242) (△   108,040) (    

現 金 預 金 9,977        36,958       26,981  △   38,538       

受 取 手 形 964          1,000        36  △       322          

売 掛 金 126,391      111,520      14,871      29,793       

有 価 証 券 1,198        4,708        3,510  △    13,291       

自 己 株 式 3            4            0           0            

製 品 18,753       20,735       1,982  △    9,404        

原 材 料 319          333          14  △       392          

仕 掛 品 7,321        7,767        446  △      8,071        

貯 蔵 品 2,355        2,394        39  △       2,261        

前 払 費 用 1,314        1,979        664  △      1,900        

繰 延 税 金 資 産 8,448        7,118        1,330       －           

未 収 入 金 2,413        4,556        2,142  △    3,373        

そ の 他の 流動 資 産 633          310          323         980          

貸 倒 引 当 金 540  △       590  △       50          290  △       

 固   定   資   産 281,093) (    289,740) (    8,646) ( △   233,343) (    

　有 形 固 定 資 産 169,936) (     180,064) (     10,128) ( △  172,364) (     

建 物 54,664       56,793       2,128  △    52,767       

構 築 物 10,628       11,144       516  △      11,227       

機 械 装 置 60,022       65,029       5,007  △    70,459       

車 両 運 搬 具 2,106        2,548        441  △      3,087        

工 具 器 具 備 品 9,385        10,686       1,301  △    11,669       

土 地 30,554       30,055       498         17,094       

建 設 仮 勘 定 2,574        3,805        1,230  △    6,057        

　無 形 固 定 資 産 2,651) (       3,137) (       486) ( △     2,959) (       

ソ フ ト ウ ェ ア 2,585        3,071        485  △      2,902        

施 設 利 用 権 6            6            0           6            

その他の無形固定資産 60           60           －          49           

　投     資     等 108,506) (     106,538) (     1,967) (      58,020) (      

投 資 有 価 証 券 32,135       33,718       1,583  △    26,922       

関 係 会 社 株 式 35,559       28,998       6,561       22,641       

出 資 金 2            4            1  △        33           

関 係 会 社 出 資 金 475          475          －          475          

長 期 貸 付 金 26           32           5  △        36           

従 業 員長 期貸 付 金 171          183          12  △       153          

長 期 前 払 費 用 155          197          41  △       225          

繰 延 税 金 資 産 12,763       15,513       2,749  △    －           

そ の 他 36,695       37,174       478  △      9,221        

貸 倒 引 当 金 9,480  △     9,760  △     280         1,690  △     

 　資  産   合   計 460,648     488,537     27,889  △   341,383     

－ 4 －



 貸 借 対 照 表
（百万円未満切捨て）

当 中 間 期 前　　期 増    減 前 中 間 期
科　　　目 平成12年 9月30日 平成12年 3月31日 平成11年9月30日

（負 債  の  部） 百万円 百万円 百万円 百万円 

 流    動    負  　債 234,773) (      241,941) (     7,168) (△    158,559) (    

支 払 手 形 3,824         3,906         81  △        2,539        

買 掛 金 78,842        76,998        1,843        69,228       

短 期 借 入 金 101,200       125,110       23,910  △    40,740       

一年内返済予定の長期借入金 17,111        8,465         8,646        4,658        

一年内償還予定の社債 10,000        －            10,000       15,000       

未 払 金 1,230         3,390         2,159  △     4,294        

未 払 費 用 9,659         12,232        2,573  △     11,054       

未 払 法 人 税 等 14            26            12  △        14           

前 受 金 60            5             54           23           

預 り 金 2,401         2,065         336          602          

従 業 員 預 り 金 94            123           29  △        113          

賞 与 引 当 金 4,252         4,287         35  △        3,594        

製 品 保 証 引 当 金 5,840         4,980         860          5,820        

設 備 関係支払手 形 224           310           85  △        845          

そ の 他 16            38            21  △        29           

 固  　定   負  　債 88,684) (      111,594) (     22,910) (△   103,142) (    

社 債 50,000        60,000        10,000  △    60,000       

長 期 借 入 金 21,273        36,572        15,298  △    29,958       

退 職 手 当 引 当 金 －            15,021        15,021  △    13,184       

退 職 給 付 引 当 金 17,330        －            17,330       －           

そ の 他 80            －            80           －           
    

　 負　債　合　計 323,457      353,536      30,079  △   261,701     

（資　本 の 部）    

 資　　　本　　　金 39,573) (      39,324) (      249) (        26,412) (     

 資  本  準  備  金 31,163) (      31,135) (      28) (         17,786) (     

 利  益  準  備  金 7,103) (       7,103) (       －) (         6,603) (      

 そ  の 他 の 剰 余 金 59,349) (      57,437) (      1,912) (      28,879) (     

　任　意　積　立　金 87,006) (      87,121) (      114) (△      77,315) (     

固定資産圧縮積立金 5,116         5,231         114  △       315          

別 途 積 立 金 81,890        81,890        －           77,000       

　中間(当期)未処分利益 27,656  △     29,684  △     2,027        48,436  △    

　（うち中間(当期)純利益） 1,912) (        15,422) ( △    17,334) (      17,872) ( △   

　 資　本　合　計 137,190      135,001      2,189       79,681      

  負債及び資本合計 460,648      488,537      27,889  △   341,383     

5　－　－



〔中間財務諸表作成の基本となる事項〕

１. 有価証券の評価方法
　　　満期保有目的債券　　　　　償却原価法

　　　子会社及び関連会社株式　　移動平均法による原価法

　　　その他有価証券　　　　　　移動平均法による原価法

２. 棚卸資産の評価方法は､移動平均法による原価法（ただし､製品は個別原価法）である。

３. 有形固定資産の減価償却方法は､定率法(ただし､型治具は定額法)である｡ただし､平成
    10年４月１日以降取得の建物(建物附属設備を除く)については､定額法によっている。

４. 無形固定資産
    税法の規定による定額法。ただし、ソフトウェアについては利用可能期間(5年)に
　　基づく定額法

５. 繰延資産（新株発行費）の処理方法は、支出時に全額費用として処理している。

６. 貸倒引当金
    一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
    に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している｡

７. 賞与引当金は､当期に負担すべき支給見込額を計上している｡

８. 製品保証引当金は､製品のアフターサービス費用について､過去の実績を基礎として計
 　 上している｡

９. 退職給付引当金
    従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務及び年金資産見込額
    に基づき、当中間期末に発生していると認められる額を計上している。なお、会計
    基準変更時差異（5,882百万円）については、当年度において一括処理することとし
　　ており、当中間期においては、その二分の一を特別損失に計上している。

10. 外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
　　は損益として処理している。

11. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース

    取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている｡

12. 重要なヘッジ会計の方法
    主として繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約については、振当処理の

    要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要件を

　　満たしている場合は特例処理を採用している。

13. 消費税等の会計処理方法は､税抜方式によっている｡

(追加情報）

１．当期中の発行済株式数増加の内訳

発行形態 発行株式数 発行価額 資本組入額

日野車体工業㈱との株式交換に
よ る 新 株 式 発 行 4,980,952株 277 百万円 249 百万円

２．退職給付会計

　当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見

　書」(企業会計審議会　平成10年6月16日)）を適用している。この結果、従来の方法に

　よった場合と比較して、退職給付費用が2,626百万円増加し、経常利益は289百万円増加

　した。また、税引前中間純利益は2,651百万円減少している。

３．金融商品会計

　当中間期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行って

　いない。なお、平成12年大蔵省令第10号附則第3項によるその他有価証券に係る中間

　貸借対照表計上額等は次のとおりである。

　　　　　　　中間貸借対照表計上額 32,166 百万円

　　　　　　　時　　　　価　　　 94,247 百万円

　　　　　　　評価差額金相当額 35,976 百万円

　　　　　　　繰延税金負債相当額 26,105 百万円

 

　－ 6 －



４．外貨建取引等会計基準

　当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計基準の改訂に

　関する意見書」(企業会計審議会 平成11年10月22日)）を適用している。この結果、

　従来の方法によった場合と比較して、経常利益、税引前中間純利益はともに261百万

　円減少している。

〔注記事項〕

(貸借対照表関係）

１. 子会社に対する金銭債権債務      当中間期      前中間期   　前　　期

      短期金銭債権 72,695 百万円 2,920 百万円 60,522 百万円

　　  長期金銭債権 17,611 百万円 3,737 百万円 27,946 百万円

　　  短期金銭債務 17,641 百万円 3,971 百万円 13,511 百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 346,273 百万円 321,960 百万円 335,456 百万円

３. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、車体製造設備及び電子計算機の各一部については

    リース契約により使用している。

４. 担保に供されている資産

      建       物 1,367 百万円 1,470 百万円 5,264 百万円

      土       地 4,002 百万円 4,002 百万円 5,265 百万円

      投資有価証券 1,225 百万円 1,225 百万円 1,225 百万円

      子会社株式 3,902 百万円 3,902 百万円 3,902 百万円

      長期貸付金 1,647 百万円 1,647 百万円 1,647 百万円

５. 保　証　債　務 21,552 百万円 14,053 百万円 23,365 百万円

６. 輸出手形割引高 0 百万円 12 百万円 15 百万円

７. 一株当たりの中間(当期)利益        4円  26銭   △  49円  32銭   △  42円  6銭

８. 自己株式数 8,979 株 659 株 14,760 株

(損益計算書関係）

１. 子会社との取引高      当中間期      前中間期   　前　　期

  　　売 　上　 高 71,304 百万円 6,582 百万円 82,743 百万円

  　　仕   入   高 33,159 百万円 10,394 百万円 37,251 百万円

  　　営業取引以外の取引高 1,082 百万円 129 百万円 1,870 百万円

(リース取引関係）

Ⅰ．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンスリース取引

１. 取得価額相当額      当中間期      前中間期   　前　　期

　　　　機 械 装 置 3,365 百万円 5,629 百万円 5,629 百万円

　　　　工具器具備品 10,173 百万円 12,078 百万円 12,767 百万円

　　　　そ　の　他 48 百万円 26 百万円 26 百万円

　　　　合　　　計 13,587 百万円 17,735 百万円 18,423 百万円

２. 減価償却累計額相当額

　　　　機 械 装 置 1,086 百万円 2,953 百万円 3,140 百万円

　　　　工具器具備品 6,335 百万円 6,702 百万円 8,035 百万円

　　　　そ　の　他 31 百万円 10 百万円 14 百万円

　　　　合　　　計 7,454 百万円 9,666 百万円 11,190 百万円

３. 中間期末(期末)残高相当額

　　　　機 械 装 置 2,278 百万円 2,731 百万円 2,489 百万円

　　　　工具器具備品 3,837 百万円 5,391 百万円 4,731 百万円

　　　　そ　の　他 16 百万円 16 百万円 12 百万円

　　　　合　　　計 6,133 百万円 8,140 百万円 7,233 百万円
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     当中間期      前中間期   　前　　期
４. 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額

　　　　（１　年　内） 1,884 百万円 2,481 百万円 2,333 百万円
　　　　（１　年　超） 4,248 百万円 5,658 百万円 4,899 百万円

　　　　（合　　　計） 6,133 百万円 8,140 百万円 7,233 百万円

５．支払リース料及び減価償却費相当額      当中間期      前中間期   　前　　期
        支払リース料 1,197 百万円 1,487 百万円 2,890 百万円

        減価償却費相当額 1,197 百万円 1,487 百万円 2,890 百万円

６．減価償却費相当額の算定根拠

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(注）取得価額相当額及び未経過リース料中間期末(期末)残高相当額の算定は、未経過リース料中間

     期末(期末)残高相当額の有形固定資産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いので、支払
     利子込み法によっている｡

Ⅱ．オペレーティングリース取引
未経過リース料

　　　　（１　年　内） － 百万円 29 百万円 4 百万円

　　　　（１　年　超） － 百万円 － 百万円 － 百万円
　　　　（合　　　計） － 百万円 29 百万円 4 百万円
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 製品別売上実績及び予想

(百万円未満切捨て) [参考－工販合算]

当 中 間 期 前 中 間 期 前　　期 当 期 予 想 前 中 間 期

自 平成12年 4月 1日 自 平成11年 4月 1日 自 平成11年 4月 1日 自 平成12年 4月 1日 自 平成11年 4月 1日

至 平成12年 9月30日 至 平成11年 9月30日 至 平成12年 3月31日 至 平成13年 3月31日 至 平成11年 9月30日

台　数 金　額 台　数 金　額 台　数 金　額 台   数 台　数 金　額
台 百万円 台 百万円 台 百万円   　　　百万円台 台 百万円

国 大型トラック 5,494 43,890 3,770 25,961 9,566 70,968 11,700 5,163 39,607

中型トラック 4,975 18,888 6,351 21,520 11,451 41,054 11,100 4,923 18,732

普通トラック計 10,469 62,778 10,121 47,481 21,017 112,023 22,800 10,086 58,340

内 小型トラック 4,038 9,799 4,368 9,299 8,042 18,283 9,700 3,741 8,524

バ　　　　ス 908 13,026 945 12,267 2,249 29,730 2,200 940 12,611

計 15,415 85,604 15,434 69,047 31,308 160,038 34,700 14,767 79,476

輸 大型トラック 5,589 18,058 3,017 11,700 7,592 25,848  　 　－ 3,017 11,700

中型トラック 1,087 2,440 1,111 2,882 2,943 6,601  　 　－ 1,111 2,882

出 小型トラック 2,034 3,205 1,257 2,554 2,995 5,498  　 　－ 1,257 2,554

バ　　　　ス 1,026 2,621 685 1,660 1,229 2,984  　 　－ 685 1,660

計 9,736 26,326 6,070 18,797 14,759 40,933 18,900 6,070 18,797

 トラック・バス  計 25,151 111,930 21,504 87,845 46,067 200,971 53,600 20,837 98,273

 ハイラックス 68,206 61,767 64,098 58,815 125,885 116,969 134,600 64,098 58,815

 ダ イ ナ 系 5,458 10,327 4,561 8,670 8,930 17,031 10,400 4,561 8,670

 高 機 動 車 376 1,723 197 930 644 2,960 700 197 930

 海外生産用部品 他 　　　－ 24,831 　　　－ 29,425 　　　－ 57,387  　 　－ 　　　－ 29,425

 受　託　車 74,040 98,649 68,856 97,841 135,459 194,348 145,700 68,856 97,841

 国　　内 3,128 2,243 3,363 2,453 6,831 4,816  　 　－ 3,363 2,453

 輸　　出 768 512 1,341 859 2,439 1,598  　 　－ 1,341 859

 エ ン ジ ン 計 3,896 2,756 4,704 3,312 9,270 6,414  　 　－ 4,704 3,312

 国　　内 　　　－ 22,668 　　　－ 12,658 　　　－ 36,147  　 　－ 　　　－ 22,045

 輸　　出 　　　－ 3,123 　　　－ 3,232 　　　－ 6,807  　 　－ 　　　－ 3,232

 補　給　部　品　計 　　　－ 25,792 　　　－ 15,891 　　　－ 42,954  　 　－ 　　　－ 25,277

 そ　の　他 　　　－ 16,078 　　　－ 14,181 　　　－ 29,451  　 　－ 　　　－ 13,147

 総　売　上　高 　　　－ 255,207 　　　－ 219,072 　　　－ 474,141  　 　－ 　　　－ 237,852

(うち輸出売上高) 　　　－ (32,299) 　　　－ (23,696) 　　　－ (51,936)  　 　－ 　　　－ (23,696)

 （注1）当中間期より受託車の区分を従来の｢完成車｣｢ＫＤ車｣から｢ハイラックス｣｢ダイナ系｣｢高機動車｣に変更した。

 （注2）比較の便宜上、参考として 前中間期 工販合算ベースの数値を表示している。
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